
企業活動と環境問題の基本的視点企業活動と環境問題の基本的視点企業活動と環境問題の基本的視点企業活動と環境問題の基本的視点

…

地球環境問題の深刻化
（地球温暖化問題、廃棄物・リサイクル問題、化学物質管理問題）

政府による環境規制
　市場のステークホルダー
　の環境意識の高まり

　　海外市場の
　　グリーン化の進展

　企業活動の
　グローバル化の進展

　企業を取り巻く
　市場競争の進展

　企業経営の環境配慮へのシフトは不可避

　★企業経営にとって環境対応はチャンスでもあり、リスクでもある。

・企業価値の向上

・環境ビジネスの創造

・新規商品・サービスの提供

・環境パフォーマンスによる競争力強化

・環境配慮による経営効率の向上

チャンス

・コストが市場で回収困難

・ステークホルダーへの情報提供不足に

  より適切な評価が得られない。

・環境基準が国際市場と不整合

・異分野連携や新規参入を阻害する

  社会システム

・人材・資金等の制約により対応が困難

リスク

企業経営におけるリスクを極小化し、チャンスを極大化する企業経営におけるリスクを極小化し、チャンスを極大化する企業経営におけるリスクを極小化し、チャンスを極大化する企業経営におけるリスクを極小化し、チャンスを極大化する
経営システムや経済社会システムの再構築が必要経営システムや経済社会システムの再構築が必要経営システムや経済社会システムの再構築が必要経営システムや経済社会システムの再構築が必要



・環境マネジメントシステム、環境監査の導入(ＥＭＳ、
　環境管理会計等)
・省エネ、３Ｒ、有害物質対策の統合的配慮

図１　　　企 業 経 営 の グ リ ー ン 化 に 対 す る 期 待
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企業と市民・ＮＰＯ
連携のための
コーディネート

図３　　消　費　者　・　市　民　に　対　す　る　期　待

消費者・市民
○環境への負荷の少ないライフスタイルの実践
・製品の適切な使用法の徹底
・修理等の利用による製品の長期使用
・“モノの消費・所有”より“機能・サービスの
　利用”の重視

環境への負荷の
少ない事業活動
の実施、製品・
サービスの提供

地方自治体

環境教育の
深化・充実

事業活動、製品・
サービスに関する
環境情報の提供

循環と経済の両立を図る
上でのメインプレーヤー

グリーン購入

社会的責任投資
(ＳＲＩ)

地方自治体・事業者

製品の特性に
応じたリユース、
リサイクル等
の実施分別回収等

への協力

環境保全活動の推進
(環境をテーマとしたまちづくり)

○事業活動、製品・サービスに
　関する環境情報の正しい理解
○環境への負荷の少ない製品・
　サービスの購入

地 域 社 会

図２　　市　場　の　ス　テ　ー　ク　ホ　ル　ダ　ー　に　対　す　る　期　待
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・事業活動に関する環境情報
　の提供
・環境教育、環境イベント等
　を通じた啓発

事　業　者
○事業活動、製品・サービスに関
　する環境情報の提供
○社会に対する環境経営状況の
　説明責任
○地域社会との多様な連携
○企業の社会的責任

産業と社会が一体となった
地域全体の取組みの強化

企業間の連携・異分野
交流によるビジネス
フロンティアの開拓

ＮＰＯ・市民活動
団体との連携促進
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された地域
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環境意識の啓発
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環境情報
の積極的
公開

Ｐ

Ａ Ｄ

Ｃ

〈これまで〉

○環境規制の実施者と
しての行政

○公共サービス提供者
(事業実施者)として
の行政

図 ４ 　 　 地 方 自 治 体 に 対 す る 期 待

〈これから〉
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ク・マーケットの育
成
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図 ５ 　 　 国 際 市 場 と 調 和 の と れ た 環 境 政 策 　 概 念 図
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・企業の自主的な環境経営に対する支援
・国内市場のグリーン化の支援
・国際市場と整合ある市場形成
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